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平成 28 年度の認知症対策の取り組みについて 

 平成 28 年度に実施した認知症対策のうち、重点的に取り組んだ課題と成果、今後の取

り組みの方向性について報告する。 

１ 認知症にやさしい地域づくり 

（１）認知症サポーター養成講座の拡大 

認知症の人への正しい理解を進めるための認知症サポーター養成講座は、認知症の早

期発見や、認知症の人や介護者にやさしい地域づくりのために重要な取り組みである。 

今年度は認知症の人に身近に接することが多いと予想され、早期発見の可能性が高い

団体への働きかけを重視し、新たに町会連合会女性部（２３５人）、個人タクシー協会

（２０６人）、金融機関・保険会社（２０１人）、理容組合、不動産協会、商店街、市

民後見人研修会等に加え、地域包括支援センターが独自に区民に呼びかけて行う講座

を２０回以上開催した。区の職員向けには、幹部職員全員を対象に講座を実施した。

また、子どものころから認知症について理解を深め、地域での見守り支えあいを学ぶ

取り組みを進めるため、今年度は小中学校５校（桃園第二小、本郷小、緑野小、第三

中、緑野中）で３０６人が受講した。取り組みの成果として、現時点でのサポーター

養成数は２，３００人、平成２１年度からの累計は１１，２００人である。 

来年度以降、（仮称）中野区地域包括ケアシステム推進プラン（案）に掲載されてい

る各団体が設定した目標値を含めて、平成３０年度末で２万人という目標を掲げて取

り組む。上記団体の他、郵便局、JR、コンビニエンスストア等で開催を目指す。区役

所職員は平成２９年度に全員受講する。 

（２）サポーターステップアップ講座の実施について 

 認知症の人や介護者が地域で孤立しないための取り組みであるカフェ等の活動と認

知症サポーター養成講座を修了した人をマッチングするため、平成２７年度に引き続

き、サポーターステップアップ講座を開催（参加人数５８名）した。区内の認知症に

関わる家族会やカフェの活動報告を行い、その場で主催者から詳しい説明を受けたこ

とで延１８名が認知症カフェや家族会（９か所）に実際に参加した。来年度はサポー

ター養成講座の修了者で、さらに活動の意欲のある区民を、認知症家族会、カフェな

どにボランティアとして関わる認知症サポートリーダーとして養成する。 



（３）区民向けパンフレットの作成 

区民が、認知症の進行状況に応じた必要なサービスを理解し、認知症になっても、そ

の人らしく過ごせる道筋を選択することが必要である。   

この道筋を示した認知症ケアパスを掲載した区民向けパンフレットを、在宅医療介護

連携推進協議会認知症部会で検討し、作成した。今後、関係機関の協力を得て広く配

布し、平成２９年度は、特に地域での活動に踏み出す６５歳の節目の区民に、集中的

な周知を実施する。 

  発行予定 平成２９年３月１５日 

  発行部数 ２０，０００部（主な配布場所 区施設、医療機関、薬局等） 

  

２ 認知症相談体制の充実 

認知症の相談については、これまで地域包括支援センターが窓口となり、すこやか福

祉センター等と連携して対応にあたってきた。しかし、地域での認知症についての理解

不足、認知症に対する偏見、認知症の人を医療や介護サービスにつなぐことの困難性に

より、早期の対応が難しく、問題が顕在化してからの対応になっていた。特に医療の導

入については、受診を拒む人が多いという認知症特有の課題と区内に認知症の専門医が

少ないという資源の問題、両面で困難な状況であった。 

こうした問題の解決のために、今年度より、「認知症初期集中支援チーム」（以下チー

ム）を地域支えあい推進室に配置し、地域包括支援センター等から寄せられる認知症の

相談に対応してきた。チームは医療、福祉両面からのアプローチを可能にするため、医

師、保健師及び福祉職の三者で構成され、月 1回チーム員と関係機関職員が出席するチ

ーム員会議において対応方針を決定した。医師は、今後の認知症の人の増加に対応でき

る体制確保のため、認知症専門医と認知症アドバイザー医（※）の 2名が参加している。

決定された方針に基づき、チーム員と地域包括支援センターが連携して訪問や関係機関

調整を行い、医療や介護サービスの積極的な導入を進めている。 

※ 認知症アドバイザー医 中野区医師会が定めた一定の研修を修了した医師 

 

（１）認知症初期集中支援チーム事業実績（平成 28 年 4 月～平成 29 年 2 月末まで） 

  チームに寄せられた相談は３９件で、チーム員会議の実施回数は１０回、チーム員

による訪問は延べ３２回であった。 

  相談内容は認知症初期で鑑別診断が必要な事例、医療・介護の導入に苦慮している

事例、すでに中等度以上の認知症で家族問題、いわゆるゴミ屋敷等の多問題に発展し

ている困難事例など多岐にわたっていた。チーム員会議の結果、医療や介護サービス

利用が可能となりチームの関わりは終了したケースが１７件中９件（２月末現在、８

件は継続対応中）であった。 

 

 

 



（２）今年度の振り返り 

① 地域包括支援センターが把握していたが、対応が難しく見守りのみで経過してい

たケースについてチームが、地域包括支援センター、すこやか福祉センター等関係

機関と連携することで、認知機能の評価だけでなくケースの既往歴、現病歴、治療

中の疾患などを聞き取ったり、生活障害、身体状況などの観察が出来た。また困難

事例、多問題事例の家族歴、生活歴などから家族を含めた対応力のアセスメントを

行いチーム員会議で共有した。チーム員会議で決定された方針に基いて医師、保健

師、福祉職、地域包括支援センターなどが役割分担し、それぞれが解決に向けた小

さなステップを設定し取り組んでいくことで、困難なケースでも問題解決に向かう

ことが出来た。 

② 問題解決のためには一定期間、集中的に関わることが有効である。 

③ 介護サービスの導入のためにも鍵となる医療へのつなぎのために、地域の医師が

参加するチーム員会議が重要である。 

 

（３）今後の課題と２９年度の方向性 

相談に挙がってこない、地域に潜在している認知症の人を、早期に発見し、相談に

結びつける地区担当（アウトリーチチーム）の取り組みを強化する。 

相談に対応する地域包括支援センターやすこやか福祉センターの職員によって認知

症対応力のばらつきがあるため、今後事例の蓄積と分析を行い事例報告会や研修を行

うなどして認知症の問題対応力の向上を図る必要がある。 

これらの課題解決のために、認知症初期集中支援チームは有効であり、今年度と同

じ体制で実施する。 

 

３ 認知症予防対策 

 今年度よりコグニサイズ（※）を取り入れた認知症予防講座を新規に開始した。１

コース６回を３コース実施、５２名が参加した。結果については、帝京平成大学の協

力によりデータ分析中であり、まとまり次第報告する。平成２９年度は、コースを増

やして実施する。 

 

※ コグニサイズ 国立長寿医療研究センターが開発した運動と認知課題（計算、し

りとりなど）を組み合わせた、認知症予防を目的とした取り組みの総称を表した

造語。英語の cognition (認知) と exercise (運動) を組み合わせて cognicise

（コグニサイズ）という。 

 










